
困難 の  
ら  

 

 樹 障害者職業総合センター 研究 ） 

  文・  障害者職業総合センター） 
 

  

肢障害や視 障害等により、自 での通 のための

動や、 動についての介 なしでの就労に困難を抱える障

害者 以下「 動等困難障害者」という。）については、

従来、 用労働者として働くことに課題を抱えてきたと言

える。 

、情報 の や社会全体の働き方の多様 等に

い 障害者の働き方についても多様 してきたとの

声が聞かれるものの、 ー ライ ーションの実現のため

には、障害に関わらず、「共に働くことが たり 」の環

境をさらに整備していくことが求められている。 

こうした取組に向けて、 センターでは 成30 度に、

動等困難障害者の就労の や、就労に関連する 動手

等の生活 等についての調査を行うとともに、支援の

ニーズに対応する社会環境の整備 等について、その実

等を把握することを目的とした調査研究を実 した。本

発 においては、専門家及び 業等に対するヒアリング調

査により られた、 業における支援ニーズへの対応や、

社会環境の整備 等について報告するとともに、 果的

な支援策について考 する。 

 

 の 方  

( )  

  

当事者団体（８団体）及び移動等困難障害者の支援に実

績の豊富な支援機関（１所）、障害者の移動問題、福祉制度

及び移動等困難障害者に対する情報技術を活用した就労

支援に関する有識者（５名）を対象とした。 

  

事者 体からは、 . 動等困難障害者の就労等の 、

.就労に関連する 動手 等の生活 、 .支援のニーズ

に対応する社会環境の整備 について把握した。有識者

等からは、 からみた障害者の 動問題や、そのため

の就労支援のあり方等について把握した。 

(2)  

   

機構のリフ ンス ー ス、 自 体の 用事例

等をもとに、大 業に して障害者 用に対する支援を行

うことが難しいとされる中小 業を中心に、 動等困難障

害者の課題に対して 果的な支援を行っている事業 、支

援機関及びその職 を対 とした 計25事例）。 
  

通 に対する支援、事業 内における 動や 業 等

の事業 における 動に対する支援とともに、 動困難

者については多くの者に、また、 動 者についても一

部の者に必要とされていた生活介 等の支援に関すること

を把握した。なお、現在実 している支援のみならず、過

に実 した支援、これから行おうと考えている支援等に

ついてもヒアリングを実 した。 

( )  

成30 成30 12  

 

 と考察 

( ) 困難 の  

専門家ヒアリングの調査結果から た知見を、 動等困

難障害者の３つのタイプ別に整理した 図）。 

 困難 の と の  

 

  

自ら自動 の ができない者にとって、 共交通機関

による通 ができない場合、家族等の支援を受けることに

より通 手 を確 するか、通 が な地域に する

ということが必要となる。 者については家族等の支援が

られなくなった時点で 職に がるという 性、 者

については、バリアフリー やグ ープホー 等の社会

の不 といった問題が され、通 を 障する 動

支援 度の 、 動の支援に関する現行 度の見直しや

地域全体における 動問題の に向けた取組への が

聞かれた。また、特に重度の肢体不自由者を支援する 体

からは、 動問題を解 する働き方として、在 の
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大への も聞かれたが、情報通信業などの一部の業種以

では がっていない等の があった。有識者からも、

たな情報 を活用し、パイ ット的な取組を行いなが

ら、在 で行う職 の 大等の取組が まれるとの意

見が聞かれた。 

  

障害種別を問わず、肢体不自由者等においてはバリアフ

リー環境の整備、視 障害等の情報障害者については情報

提 、発達障害や難病、精神疾 を っている者等につい

ては障害や疾 特性に対する理解の有 等により、 動

者となる障害者も多く、これらの問題の を図ってい

く必要があるとの意見が聞かれた。また、介 や 先

の利用等に関しては、心のバリアフリーに関する問題も

されていた。 

また、 じ障害のある者であっても、生活している地域

の環境等により、 動問題に対する意識に 度 があり、

共有されていないために、なかなか解決に向けた取組がな

されていないとのことであった。 

 困難  

とりわけ重度の肢体不自由者の問題として、現行の 度

においては、介 が必要な者に対する通 等の就労に不

な 動の面まで考 されておらず、また、自 での介

と職場での介 がそれぞれ別の 度によって実 されてい

ることから、その 度間に ップが生じているとの

があった。さらに、 動 者については生活介 を必要

とする者が なくないが、経済活動を行っている間、すな

わち、職場にいる間は重度 問介 を利用することができ

ず、職場介 者や の支援が られない場合、不自由を

強いられてしまうといった声も聞かれた。 

(2) 支援 の  

業等ヒアリングについては、専門家ヒアリングから

られた 動問題に対する支援策の実 として以下にまとめ

た。 

 支援 

通 支援については、通 手 の確 と通 に係る 動

に対する支援、職 のための の確 、そして在

という方法があった。通 手 の確 の方法について

は、 として通 バス等の 行が見られた。また、特に

共交通機関の しい地域においては、一事業 、一支援機

関 体ではなく、地域 るみで 共交通機関に わる交通

手 の確 に取り組 ことの重要性が確認された。 

職 による通 支援については、 体障害者におい

てはバリアフリー 、知的障害者等においてはグ ープ

ホー 等が必要となるが、 要に対して が いついて

いないというのが現 である。  

また、情報 の活用等により在 者の職域 大を

図るとともに、在 者が、そして職場で働く人々が、

共に働いているという意識を つことができるようなコ

ミュニケーションのあり方についても考えていくことが必

要と思われる。 

 支援 

事業 内における 動支援については、職場のバリアフ

リー 、 イアウトや障害に応じた情報提 の工夫といっ

た ード面に対する支援事例が多く られた。そして、い

ずれの事例においても、 ード面の支援以上に、他人の困

りごとに思いを せ、ともに していこうとする心のバ

リアフリーの重要性が されていた。 

 支援 

事業 における 動で も問題となっていたのが、自

ら することができない障害者が 業 等で自動 に

て 動する場合の支援であった。このような支援を事業

が行った場合について活用できる 成 度はなく、例えば、

問 ッ ー に従事する視 障害者を 用した場合、

のための 動に 手の確 が必要となり、事業 の経

済的 のみならず、支援を受ける の精神的 をもた

らすことも なくない。これらの の 、 には 動

等困難障害者の活 の場の 大のためにも、事業 にお

ける 動に関する支援策の検討が必要と考える。 

 

４ まとめ 

動等困難障害者の抱える課題については、 じ障害で

あっても、 んでいる地域、 先の 等により大きく

異なっており、その個別性に応じた支援が必要である。 

動等困難障害者の 用・職場定 の を図るため、

、 成 度の必要な見直し等の支援策の 実について

検討していくことも必要と思われる。それとともに、障害

者の地域生活、職業生活を支える社会 の 実を図って

いくことも重要と考える。 

また、 動等困難障害者の問題を、障害者だけの問題と

してではなく、職場全体の問題、地域全体の問題として考

え、解決を図っていくという視点を つこと、 なコ

ミュニケーションをとりながら、障害者と共に働くことを

たり と考える 業 の醸成と心のバリアフリー を

図っていくことが重要であるというのが本研究で られた

一 の知見と考える。 

 

【参考文献】 

障害者職業総合センター シリーズ 102 「就労に必要な

動等に困難がある障害者の実 等に関する調査」 2019 
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の 

の と  
 
本     会社 ーワー ド 就労定 支援事業 ーワー ド大 ） 

     会社 ーワー ド） 

見   会社 ーワー ド 経 画 ） 

   会社 ーワー ド 就労 行支援事業 ーワー ド ） 

 会社 ーワー ド 経 画 ） 
 

 め  

就労 行支援事業 には認知の りである結論の や

選択的 等の強 により、 ィ な思考よりもネ

ィ な思考に りやすく、自己 定 が い利用者が

なからず在 している。視 を げ、 な考え方や

な自己 をすることができるようになることは、本人

のスト スを させ、就職した に職場定 していく上

でも重要な事であると考えられる。 本１）によれば、仕

事への自己 が高いほど職場 の意思が高くなるとい

う結果が されている。 

そのためにはネ ィ 思考だけではなく ィ な

思考も検討できるようになることが有 と考えられる。そ

こで認知に関するプ グラ として、認知行動 法をベー

スとした認知プ グラ 、およびリフ ーミングを す

るためのプラス 現ト ーニングプ グラ を の中に

した。本研究はこれらのプ グラ の 果を検 する

ことを目的とした。 

 

 方  

( )  

  

T- や認知行動 法をベースに、考え方やものの見方

が えば、 じことを経験しても じ方や捉え方が わっ

てくるということを伝え、利用者の気 きに げる認知ト

ーニングプ グラ を実 した。 

  

イ スをイ ー させる言 をプラスに えるト ー

ニングを行いながら、 々に 事を イ スだけではなく

プラスにも捉えられるようにするト ーニングを行った。 

(2)  

社就労 行支援事業 事業 の利用者のうち、

プ グラ に した者で、研究に関する および 理

的 に関する を受け 意した者とした。 

性40 35.03 12.07 ）、 性20

31.00 9.1 ）、合計 0 33.

11.27 ）の 者から 問紙 ータを できた。また

障害種別は 合 調 14 、うつ12 、 、発達障

害 、その他17 であった。 

( )  

2017 12 から2019 の期間で、 ３ ごとに

問紙調査を実 した。これはプ グラ の りに合わ

せて調査を実 したため、３ ごとの調査となり、 問

紙調査は合計で 実 した。 

( )  

自 自 の障害理解、障害受容が就労及び就労定 には

重要であり、ネ ィ な思考との関係を 確にすること

が有用であると考えたため、自己受容性 定スケー
）、19 0）およびネ ィ な反 度 神 、 ３）、

201 ）を 用して 問紙調査を実 した。 

また本研究は、「自己受容とネ ィ な思考の反 は

の相関関係にあり、就労 行のプ グラ として認知プ

グラ を することで、自己受容が高まりネ ィ

な思考が する」ということを とした。そのため

計的手法としては、自己受容性 定スケー とネ ィ

な反 度の間での相関関係を相関 によって らかに

し、自己受容性 定スケー とネ ィ な反 度の

３ ごとの を一 の によって した。 

 

  

相関 の結果は、１ 目調査 -. 0、 目調査

-.55、３ 目調査 -.55、 目調査 -. 3、であった。

自己受容性 定スケー とネ ィ な反 度の間には

調査全てにおいて の相関関係があることが された。

また 調査における 問紙の 図は図１の通りである。 

自己受容性 定スケー とネ ィ な反 度の

３ ごとの を一 の によって し

た結果では、自己受容性 定スケー は 々に上 して

いく事が された .05）。ネ ィ な反 度

では 計的に有意であるとは言えない結果 0.1）で

あったが、調査 数を重 るほど は下がっていく

ことが見られた 図 ）。 
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 の  

 

４ 考察 

結果から、認知プ グラ を することで、自己受容

性が高まり、またネ ィ な思考が反 することを 々

に できる 性が された。しかし、 験者の全体

数の不 やその他のプ グラ の影響などを していな

いことなど、本研究においても す き要 があり、

の課題として った。 

本研究の 発点は現場での問題解決であった。就労 行

支援事業 を利用している障がい者が、ただ就職するだけ

ではなく、職場に定 して 期に就労するために就労 行

の現場ではどのような支援を行う きなのか、その一つの

方策として認知面へのアプ ーチを、 は みた。調査

中の利用者からは、「他人には他人の視点があると考えら

れるようになった 性、20 、発達障害）」、「中 に

事を考えられるようになった 性、20 、発達障

害）」などの声も せられた。これらを踏まえて、認知に

関するプ グラ を することで思考の 性が増 し

た、とも考えることができる。認知に関するプ グラ に

は 性はないが、現場の職 からは個人 はあるものの

３ ほど すると利用者に が現れてくると じら

れる、との声も上がった。 

な思考、それによるスト スの ・ 情のコント

ー ・自己 定 等は職場定 のためにも重要になると

考えられるが、認知プ グラ を 果的に行うためには、

「視 を げるための心の 」、 ち 情の起 が な

い心の 態が必要である。よって、認知プ グラ のみで

は な 果を発 するには く、より高い 果を す方

法として、 インドフ ネスを就労 行支援のプ グラ

に した。 o ）は、 インドフ ネスの 法が認

知 法の 果を高めるために、ますます利用されるように

なってきていると ている。また ）によれば イ

ンドフ ネスの特徴の一つは、「ネ ィ な情動を い

ものと捉えてそれをなくすという目標にこだわらない」と

いう点にあり、ネ ィ な情動を えることがかえって

を強 するという発想が インドフ ネスの基 にあ

る、としている。したがって、ネ ィ な思考や 情を

そのありのままを捉え、それに されないようにしていく

は、就労 行支援の においても、職業準備性やス

ト スの といった 点からもより 果的であると考え

られる。 

インドフ ネスを就労 行支援事業 での として

の は様々な課題があるため、現在内容、方法を検討し

々にプ グラ として活用している。 

はスト スに 点を てた調査は行わなかったため、

そちらも せて は調査研究を していく。 

 

【参考文献】 

1) 本 ： 人 における介 職者の職業 の意

に影響を える要因の バーン アウトと仕事への

の重要性を通して 「関 大 社会 部 要92」 .103-

114 2002） 

2) ： 期における自己受容性 定スケー の検討

「 本 心理 会 22 総会発 論文 」 .51 -517

19 0） 

3) 神 るみ ：大 生の うつにおける自動思考とネ

ィ な反すうの関 「スト ス 研究31」 .41-4

201 ） 
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 e ： o  e  o  e o e 

e e o 「 e  e e  o  Ne o e e  
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研究の しい方向 「 情心理 研究1 」 .1 7-177
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 の の 支援 

支援 の 支援の  
 

 会社 ドリー ッ  ー ス管理 者・精神 健 ・社会 ） 

 ・  理 会社 ドリー ッ ） 
 

 の  

成1 10 １ に で就労 行支援事業

を 。その 、 、 、 、

の 地域に、就労 行支援事業 、就労 支援

Ａ 事業 、就労 支援 事業 、生活介 事業 、

課 等 イ ー ス、グ ープホー を し、

から成人までの障害者の就労支援と生活支援を して

いる。 現在で、 社従業 数は1 。Ａ

事業 利用者30 、就労・ ・ 等の利用者総計353

。事業 数は14 。 

 

 支援 の  

で し、 成27 に に

し、現在に る。定 20 のとこ 、 者数は33 。手

取 者は、 手 19 、 体障害者手 ３ 、精神障

害者手 、手 取 ３ 自 支援 受 者 取

者）。通 の 場 は、特別支援 高等部、中

支援 、フリースクー 、大 中 、一 業、他の

事業 など。 内容は、 に 就労として、 業

での 業 。 業先は、ホー センター、 セン

ター、 紙業、リネン業、 機 部 組み てなど。支

援内容は、就労支援・相談支援の他に障害 や障害者手

の 請・ 支援、生活困 者への生活支援なども行っ

ている。就労支援においては、 10 以上の一 業へ

の就職者を し、 成30 度は12 の利用者が一 業

に就職している。就職 の支援として、就労定 支援も

。現在、30 の利用者が し支援を行っている。 

 

 の え  

ひきこもる にどのような 来事があったのかを利用者

に聞き取りを行うと、「 な体験をした」「自 が行く

きではないと じた。 場 が くなってしまった」「精

神障害を ってしまった」「 した生活になってし

まった」「 が職場や に行くことに 的だった」

などが挙がる。これらの要因が１つだけではなく、様々な

要因が重なりひきこもりが まっている。一度ひきこもり

態になってしまうと、本人の ではなかなか け せな

い に ってしまう。その理由としては、 

① 自 が 一の 場 になっているので、他に 場 を

求めていない 

② 家族以 の人と する理由が い 

③ 生活に困っていない、 に困っていない 

 お を たいと思わない、 がなくても支障が い 

 ひきこもっている現 に不 が い 

 人生を めている、社会に期 していない。 

ということが考えられる。 がなければという思いはある

ものの、安心できる自 から る動機が見つからない。 

そのような の人にとって「通 してみよう」と思う

ためには、 

① 安心できる 一の場 である家よりも『 けた方が

いと思える場 』だと認識 来るか  

② 信頼できるかも と思える人に 会えるか  

③ 本人自 も、現 に「 機 」「 来への不安」を

じているか  

 本人が、現 に「 しい」「 」と じているか  

という意識が 生えることが必要。 の生活に 問を じ

る事と 時に、 ートを ってくれる 体や人の 在が

あることで、本人たちに しい 界に踏み す 気を え

ることが 来る。 

の課題としては「 」。数 程度であれば、 的

に通 する事が 来るが、数か から１ 、 と通

や通 を するとなると難しい。その理由は 

① １ 活動する体 がない 

② で時間に られない生活を できない 

③ 自信が く成 体験が ないので が てない 

 経験不 や 経験による 界 が い 

 人への 手意識が強い 

 活動への 手意識の強く自 で を ってしまう 

等があげられる。本人が働きたいと思ったとしても、

通 することだけではなく、複数の人と関わりながら数時

間活動することは、本人にとっては大 な 来事となって

しまうのである。 

 

４ 支援 支援 

社で行った きこもり 態の方の支援の例を挙げる。 

( ) の

 

31 性。大 受験をするが、 。１ 人し、

で 生活を するが、 々に体調不 を えるように

なる。有 大 に合格するが、体調も し大 を
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し実家に る。地 の内 を受診しながら、ア バイト

を 々とするが、その は定職に就けず。家では大声で

るなどの問題行動も多発し との関係も 。このよ

うな 態が いたため、精神 に 。 合 調 と

診断される。 も本人も病気を受け れられず、

ー スの利用には らず。そのまま３ が経過し、本人

がようやく「このままではいけない」と思い、ネットを通

じて就職する方法を し め、 社を し て、本人自ら

電話を ける。面談で本人は利用の意思を めたが、障害

受容が 来ていない にも理解を求めた方が いと

され、 も一 に 度面談を行う。本人の 来について

の話し合いを行い、 も し就労 行支援事業 に通

を 。活動中、他者の言動に過 になったり、先 り

して考えて自 を 下したりすることが見られた。支援

より自己 知を提案され、まずはセ フチ ックシートを

利用して自 の気 ちに 直に向き合うことから めると、

々に の が け、話の合う 人が 来て、 業 も

れてきて、 しずつ が見られるようになる。その

もイライラを 現する場面が多々あったが、その 度面談

を実 し、自己 知、振り返りを行い、１つずつ り え

ていく。 業 と 行して、障害者手 の取 、障害

の 請を行う。 経過 、 業 に をかけてい

くと、 れやスト スから不調を えることがあったが、

を めたり、 けたりを り返しながら を行うこ

とで、気 、体 が向上していく。通 10か 経過した 、

本人より就職したいとの し あり。プ ス工場の 業

として３ のトライア 用を 。その間、 を機

に という大事 を起こしてしまうが、 が す

ると、職場に 。その 、就職となる。就職して

に会社から正社 への 用を められるまでに った。 

のケースは、本人が自 で 機 を じ、ネット等

を利用して 事業 に結びついた形。 々 業ス は

高く就職は だが、通 は 活動を行う上で困難

さを じていたので、 業 を通じ、職 や他の利用者

との関わりの中で、対人トラ において自 がどのよう

にかかわる きか、自 はどのように捉え対応す きかを

体験していきながら対人ス を向上させていく事が 来

た。また、これまで だった本人も、職 や 間に支え

られて があること、大 をしてしまった時に に

けてもらって 職せずに済んだ経験から「支えられて生き

ている」ということを実 する事が 来た。 では、

への の気 ちを ることが 来るようになった。 

(2) らさ と ら

 

39 性。高 の自動 工業 を 業 、就職するがな

かなか定 せず、職を 々とする。結 を経て一 もうけ

るが、 。 、実家に り、 ン 等に り

150 の を う。本人に返済 がないので、 が

から返済をしている。それ以 に、 のように

に1 を要求しているので、 が生活に困 して

し、 な関係。本人が不調を えて精神 の受診をする

が「病気ではない」と言われる。別のクリニックで受診し

を 。クリニックの相談 より 社を紹介され

る。 成30 12 から通 を する。 ３ に1度

があったものの通 を 。しかし、 を み、

通 が えてしまう。本人 中も から 度も電話

で相談が る。 から 成31 ３ に自 の が く

なったとの連 が る。職 が本人と電話で話を聞き大事

には らず。その も電話での会話を し、 か 、

利用を する。 は １時間の面談のみ行う。面談

を通じ、本人の不安と取り き、 に る 気を てるよ

う支援。 々に他の利用者や職 との関わりを つように

なり、 より 人数で行う 業に 。 々に

複数の職 との関わりを増やしたり、他の利用者と

で することを体験したりしながら、 々に活動に れ

ていった。現在は、 １ 業への実 を取り れながら、

まず通 来ている。 

のケースは、クリニックで自 から に すことに

成 したものの できず を体験。しかし、 ン ー

ン対応から める事で が に ったというケース。

現在の本人の目標は、 検 を めること。 しずつ意

的に 事をとらえられるようになってきた。自 に自信が

く社会への期 も てない本人が、 々に「働く」とい

うことを意識できるようになった。 

 

５ 支援 支援の  

そもそも就職支援を な支援とする就労 行支援事業

で生活支援を で行うことは ではない。しかし、ひき

こもり 態の方のニーズを考 すると、就労 行支援事業

で行う リットも見えてくる。 

① 職 はあるがす に就労できないため、その人の ー

スに合わせ、時間をかけて就労する 場 を提

できる 

② じ目標や課題をもった 間を られる 

③ 就職 、 業に を けずに就労に結び けられる 

 本人の思いを全て聞く時間が取れる 

 スモー ス ップを 定しやすく、自信のない方でも

しずつ自信を取り せる。 められる体験も 来

る。 

 ー スの中での支援の 、 も多いが、行 、

、地域の ート 体と共に、就労 行支援事業 も

支援 体として活動していく意 は大きいと思われる。 
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難 支援 困難 の 

の の考察 
 

 健一 共職業安定  就職支援 ーター） 

 

  

生労働 は、 成19 にニート等の 者に対する就

職支援と障害者に対する就労支援の 面からコミュニケー

ション に困難を抱える要支援者向けの総合的な支援を

行う「 コミュニケーション 要支援者就職プ グラ

」事業を した。発達障害などの要因によりコミュニ

ケーション に困難を抱える者に対して個別支援を行う

とともに、障害者向けの専門支援を する者に対しては、

専門機関等への を行う。就職支援 ーターがその

支援を っている。 

しかし、障害受容できず 専門関係機関の支援が困難と

なり有 な支援とならないケース、要支援者も 在する。

ここに めて 就労に結び いた事例を基に、そのプ

セスを通して支援に、どのような専門性が生かされている

のか考 したい。 

 

 方  

本研究では、事例における就労支援を事例研究方法によ

り し、以下の で考 を めた。 

①事例では、就労経験のない支援対 者Ａ を専門機関

と ーワークと連携し支援していたが、障害受容ができ

ないことから就労 行支援事業 の利用に結び かなかっ

た。しかし、 就職支援 ーター 以下「 ー

ター」という。）と相談を し、発達障害者支援セン

ター、障害者就業・生活支援センターとの連携した支援に

より、 めて 就労 支援事業 に通 するに った

経過を する。 

② に、事例を通して障害受容が困難な求職者の就労支

援における必要な支援のあり方、支援者のあり方、求めら

れる専門性について考 する。 

 

  

事例に関する ータの管理は な の を行

い、事例の 用にあっては、個人が特定されないよう 小

限の 工を え 理的 を行い、発 に関し の

解を た。 

 

４  

対 者：Ａ 20 性）、自 ス クトラ 障害

精神障害者 健 手 ）、高 業 就労経験な

し。相談・支援 数40 以上かかわりの期間１ 。 

( ) 支援  

発達障害者支援センターＣ相談 が 行し、 ーワー

ク専門援 部門で求職 。就労 事業 を見 、体験

利用したが相談支援事業 と面 の 「障害者だと言われ

るのは だ」と利用を 。その 来 なく 、Ｃ

相談 から ーターに支援要請があり相談を 。 

(2) 支援  

、 じ 、時間 の ースで相談を 定。面

時間は言 情報による 中 に し30 とし、Ｃ相談

がその の相談 ー と 時 を紙に書き視 し し、

面 時にはＡ に相談内容を モ に してもらっ

た。応 書類、 書 成、 から支援 。自

で １時間かけ来 する が多く、その度に「 れ

てしまってすみません」と を取り深々と を下げお

びの言 があり、面 時には「ありがとうご いまし

た」と な があった。 

( ) と  

ーターは、Ａ の「働きたい」という意 と１

時間もかけ相談に来 し、 正しい をＡ の つス

ト ングスとして、面 の度に支 しフィードバックした。

Ｃ相談 はＤ相談 に わったが構造 した面 は 。

本人が一 の短期就労を のため求人情報を提 したが、

「働ける自信がない、通える自信がない」と不安を えた。

以 に障害者職業センターの職業 ・体験利用をしたこ

とがあり、 めて体験利用、職業準備支援利用を した

が 。 たに 就労 支援 事業 を提 し共に見

したが利用は 。「障害者だと い目で見られる」と

話すため、そう言われたことがあったか確認したが、そう

した事実はなかった。 

( ) の  

これまでは、一 就労か障害者 用や障害者就労 事

業 利用かの選択肢を提 したが、本人が自 や で

通える場 を重視していたため、通いやすい短時間の一

パート求人と 事業 の選択肢を提 した。 

事 に見 ・体験利用ができる とできない 、通う

数や時間も選 る と求人内容の が難しい 、 と

工 との い、一 求人と障害者就労 事業 の具体的

な い、 リット・ リットを し本人が抱える不安

に ッチングによる課題解決を みた。 

Ａ は 事業 を選択し体験利用したが、本利用のため

就労 行支援事業 利用を める支援会議では 。

ーターが会議に したこともあり、Ａ は困 し落

ち かず、「どこにも行かない」と話したとのことであっ

た。その ーターと相談を し、25 間も体験

利用できたＡ の を支 し、 就労 行支援事業 を提
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案し見 体験利用したが、やはり本利用は せず。 

そこで、これまで見 や体験利用した事業 の振り返り

を行い、現時点では現実的に本人の する通える場 は

他にないことを伝え、 一度一 求人と 事業 との つ

選択肢を提 し、ついに 事業 を選択した。 

( )  

就労経験がないことから、直 に 事業 が利用できな

いこと、障害 ー ス利用 請や相談支援事業 と

、 事業 に アセス ントのために 度通う必要が

あること等を障害者就業・生活支援センター 生活支援

に、 のスケ ュー をプ セス図にして 成し視

した を依頼しておこなってもらった。  

役 には ーターも 行することも伝え、よう

やく本人の 意を て利用手 できた。その 、 事業

の アセス ントを経て 事業 の本利用ができること

になった。利用 には、 で しそうで面 見がよ

さそうな先 利用者の で を かせ生き生きと 業を

めているＡ の があった。 

 

５ 考察 

本事例は専門機関の支援により 事業 の体験利用は

するが、「障害者だと思われたくない」思いから先に め

られない難しい事例であった。以下に、支援において、ど

のような専門性が活かされているか、支援の在り方ついて

考 したい。 

① 有 と思われた支援のあり方である構造 した面 は

した。  

② や家 生活の中で てられなかった自己 や

自己 定 を自 で ててもらえるよう、意識的にＡ

の つスト ングスをフィードバックした。 

③ し じパー ンとして ーターが 行支援

を行った。 

 一 求人か障害者求人や支援事業 といった

リーの選択肢ではなく、実 の求人 と事業 のパン

フ ットや見 体験を通し具体的な いの理解を

させ、本人の抱える課題と現実的に解決に有 な解決

案の選択肢の提 を みた。これまで 的選択をし

けてきたが、認知行動的アプ ーチ 事実の直面

と現実的具体的選択肢の提 等）により行動の活性

が図られ自己決定に をもたらすことができた。 

 本人の ースを大 に自己決定してもらうよう支援し

た。 

 には、視 した の み方のプ セスを し

たものを手交し活用した。 

 書くのは 手だったが、面 の に本人が した

モを、 の面 時に確認し、面 のつながりを

意識できるよう心がけた。 

 行 しながらの実 の中、 たなアプ ーチを

み、関係機関と課題、方策案を共有し連携し け、働

きたい気 ちを応援する場 、相談 であることを伝

え けたことも本人が っている を き すために

有 であったと考えている。 

 

自己決定の要因には、先 利用者の受容的な関わりがあ

り、その 会いにより障害受容を えた自己受容ができた

のではないだ うか。 

たな環境で他者との しい交 、相 関係、 応関係

により自己実現がかない成 を け、 有の生活実態が

されるという コシス 論・生活モ としても捉え

られるのではないだ うか。 

 

  

本事例は一つの理論やモ 、アプ ーチでは支援が実

を結 ことが難しかった事例である。 

専門職としての支援者は、まずは信頼関係の構築に 実

に取り組 こと、そのためには相談者の言動の にある

生活 や から相談者の思いを共 的に理解しようと

する 、受容的態度による傾 は かせない。 ウンセ

リングや リアコン ィング、 ーシ ワーク他

関連 を め複数の理論やモ 、アプ ーチの仕方、

手法を び に け実 できるよう自己研 していくこと

でその専門性は発 され、有 な支援として実を結 こと

ができるのであ う。本事例研究により自らの実 を振り

返り、支援において大 な点について考 し気 くことが

できた。困難な就労支援において、 的機関、行 機関の

果たす き役割は大きく、その支援に携わる者には、事例

検討や研究、研 に しその支援ス と 的な向上を

図る機会とスーパー ョンを受ける機会が必要だと じ

ている。 

者は 者のままにあらず、中高 者への支援の

在り方も検討され ばならないだ う。 

また、複 な家族 にあり複数の課題を抱えた求職者

の相談が増 する 、 ・ ・ ・ 生等様々な

関係機関との連携による総合的な生活支援をしていく ー

シ ワークも求められよう。 

一つの機関や一人に支援者の つ は限られており、関

係機関と連携し いに し合う事により自らの え き

を ながら支援でき、チー 支援の つ は大きく、そ

の必要性、連携の在り方は、 も一 重要となると考え

ている。 

に、発 に しご理解をいただいた職場の 、

そして、ご をいただいた 関係機関の 様に心から

を し上げたい。 

 

【参考文献】 

1)「社会 援 論 」 ３ 成

会 中 法  

2)「就労支援実 ンド ック」 社 法人 本社会 会

中 法  
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支援困難と さ  

支援の  

 

高  健一 障害者職業総合センター 研究 ） 
 

  

本調査研究では、地域における職業リ リ ーション

の中 機関と けられている地域障害者職業センター

以下「地域センター」という。）に対して、地域の関係

機関から要請のあった「支援困難な事例」の 的な把握に

えて、精神障害者及び発達障害者がもつ特性などのうち、

支援困難につながる要因や課題の実態を把握することを目

的とした。 

 

 方  

( )  

ーワーク、就労 行支援事業 及び障害者就業・生

活支援センターから地域センターへのニーズを把握した。

あわせて自機関では支援が困難であると判断されて地域セ

ンターに支援要請のあった事例を 地域センターから精神

障害者１事例、発達障害者１事例ずつ把握した。 

(2) 支援

 

「実 の支援を う職 が支援の困難さをどのようにと

らえているか」を把握した。実態調査の結果から つの地

域を選定してそれぞれの から一人ずつ計10 の職 に

ヒアリング調査を行った。本ヒアリングは職 が「職場に

おける支援困難な事例」ととらえるその認識構造をより深

く ることを目的に行った。その方法は、ＰＡＣ

e o l e o 個人別態度構造） を

考として、自由連想した 目から類 度 定により構成

された樹形図を 成し支援困難な を つまたは３つの

クラスターにまとめて、その解 と対応する具体的な支援

内容を確認した。 

 

  

( ) 支援困難と さ

支援の  

 の  

ニーズに関する自由 について、内容の意 的類

性から、①支援の要請に がる本人の として19 目に、

②支援要請機関の として 目に、③支援要請機関か

らの地域センター業 に対する直 的なニーズとして33

目に整理し以下のようにまとめた。 

・診断 間もない、または 病期間が いため、障害のと

らえ方が となっている者への対応にかかる 言や職

業相談等 

・障害者手 を 取 である者に対する情報提 、職業相

談 

・双 性障害のうち病相を に り返すラピッド イク

ラー、重複障害のある発達障害など自機関では支援方法

がわからない者への対応にかかる 言や職業相談 

・職 の影響や特性・ 性がわからないため、自機関のみ

では ッチングが難しい者への対応にかかる 言や職業

相談及び職業リ リ ーション計画の策定 

・ まで体調や行動が不安定であり就職 性が自機関で

は判断できない者への対応にかかる 言や職業相談 

・ する求人種類や支援の受け れに対する考え方が

定 している者への対応にかかる 言や情報提 、職業

相談、職業  

・本人の職業準備性に関して、①課題 体調や 労の管理、

生活リズ の安定、 情、 動性等の精神面のコント

ー 、スト ス対 等）が 確であり、その的確な支

援にかかる職業リ リ ーション計画の策定や職業準

備支援等、②自機関の支援 ニューでは課題がわからな

い者に対する職業 、③課題は整理したものの、 な

る自己理解を したり、多面的に課題を 整理すること

が必要な者に対する職業 、 就職や 職 に予想さ

れる課題が複 または課題が多い者に対する ョ コー

チ支援 

・本人を取り く環境面の課題 ネグ クト等）や本人か

らの要 が いため支援の見通しが ちにくい者への

連携した支援 

・支援者 の として、支援経験の しさ、知識や支援

ス の不 、支援体 の課題や時間的 による、職

業 、 ョ コーチ支援、事業 支援の支援依頼 

・地域のネットワークの中で役割 が 確であり、地域

センターの事業の利用が であると考えられた場合の

支援依頼 

 の支援 困難  

その困難要因について意 的類 性により整理を行うと

障害者本人がもつ困難要因は92 目となり、特に 割以上

の事例から確認されたものは以下のとおりであった。 

障害者 
【⼼⾝機能】 

・ な の 感 感の さ 
・ の 感 感の さ 
・対 での の感 やすさ 
・⾃信のなさ（⾃⼰肯定感の低さ） 
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(2) 支援の困難さのとらえ方 

ヒアリング調査の結果、職場における支援困難な事例に

関する自由連想から構成された樹形図は、個別性が高く、

共通する認識構造は見いだせなかった。樹形図を構成する

それぞれのクラスターに関して、地域別の特徴は顕著では

ないものの、支援機関別では障害者就業・生活支援セン

ターからのヒアリングにおける支援の困難さの特徴として、

健康管理や生活面の課題への支援について取り上げている

者が多く、地域センターからのヒアリングにおける支援の

困難さの特徴として、職場の環境調整の限界や求人種類の

選択に関する労働条件面で折り合いをつけていくことの困

難さを取りあげている者があった。 

一方で、双方に共通する支援の困難さの視点は、基本的

な職業準備性の課題が大きい場合の困難さ、家族への支援

場面での困難さ、生活や体調など様々な不安定さへの支援

の困難さ、診断や障害に起因する課題というより本人の性

格面に起因する課題への対応の困難さ、本人の特性を深く

理解することの困難さなどであり、特に支援者との関係性

構築に関する困難さは多くの者が取りあげていた。 

具体的な支援について、地域センターに対して障害者就

業・生活支援センターからの依頼の割合が高い地域では、

支援困難な事例への具体的な支援において、双方で事例を

共有して支援を行っていることが障害者就業・生活支援セ

ンターの発言からうかがえた。支援機関別にみた場合、全

体の傾向として障害者就業・生活支援センターは地域の関

係機関とのネットワークに言及していることが特徴的であ

るのに対して、地域センターは自らが行う支援を中心に言

及し、生活支援等についてはネットワークと連動する特徴

がうかがえた。このことは機関の役割を反映していると考

えられる。また、組織内のケース会議によるスーパーバイ

ズ等による支援計画や支援方法の検討、関係機関を交えた

ケース会議によりそれぞれの役割を踏まえた支援の連動や

目標等の共有は、重要かつ基本的な取組であった。 

 

４ 考察 

報告書１）では、アンケート調査及びヒアリング調査の

結果をふまえて、支援の困難さについて、①「障害などの

理解に対する支援の困難さ」、②「重複障害や疾病などの

多様性に対する支援の困難さ」及び③「利用者と支援者と

の関係性に由来する支援の困難さ」の３点に整理して、先

行研究やほかの領域での知見により補強した。これらに対

応するヒアリング調査で把握した具体的な支援策の例を以

下に紹介する。 

①に関して：「支援が成果につながりにくいときには、

まず本人のことをきちんと理解しているか振り返る。その

ためには、常に支援を組み直していくなど、ＰＤＣＡをく

り返すことが大事ととらえている。」「障害者が「現在従

事している仕事」のアウトプットに課題があっても、職場

から本人にうまくフィードバックできないなど、コミュニ

ケーション上の課題もある。まずは仕事の正確性やスピー

ドを高めていく取組みからはじめる。その取組み内容は個

別性が高い。」②に関して：「在職者の場合、会社との関

係による課題の多さが困難性に影響する。期限の問題など

で時間的な猶予がない場合は、さらに困難さが高まる。」

「経済面や自己理解など複数の課題のある利用者は、支援

のコスト・手間はかかるが、一つひとつ解決していく過程

が利用者と支援者の信頼関係の醸成につながる。小さなこ

とでも『こうすればうまくいった』という経験を共有する

と、別の課題に対しても支援を受けようというモチベー

ションにつながる。」③に関して：「本人が攻撃的な態度

の場合、本人と支援者の間での課題の共有の阻害要因にな

るため、かかわり方の工夫が必要になる。例えば『ホワイ

トボードや紙に支援者が理解した内容について書きながら

相談し、整理したものを渡す』『音声情報のみとなる電話

は、ゆっくり、声のトーンを落として短い文節で話し、わ

かりやすく伝えることを心がける』などしている。」

「思っていることがいえない、話す内容が相談ごとに異な

る、課題解決よりも相談自体が目的となっている者に対し

ては、具体的な提案をせず、他者の意見を聞いてみること

をうながしつつ、自ら選択肢を増やして考えられるように

気をつけている。」 

 

５ まとめ 

本調査研究を踏まえた提案として、多様な支援機関や職

種がそれぞれの専門性により、現在、自らの機関がどのよ

うな役割を果たせるか、どのような支援をほかの関係機関

に要請し連携していく必要があるのかを検討し、「どのよ

うな就労支援上の困難さを抱えているか」を議論して整理

してみること、そのためにも、職場において支援者一人ひ

とりが捉えている困難さを共有してみることを挙げたい。 
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【連絡先】 
障害者職業総合センター研究部門 社会的支援部門 

  Tel.043-297-9025 

発達障害者 
【⼼⾝機能】 

・⾃分の特性や病状についての理解の乏しさ 
・⾃信のなさ（⾃⼰肯定感の低さ） 

・感情抑制の難しさ 
【活動・参加】 

・職場での指摘や注意を受け⼊れることの難しさ 
・⼝頭のみの指⽰を理解することの難しさ 
・複数作業を同時並⾏することの難しさ 

・臨機応変な対応の難しさ 
・相⼿の意図・気持ちを汲み取ることの難しさ 

・⽣活のリズムの乱れ 
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